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■地域課題ヒアリングの趣旨 

 現在、本市ではまちづくりの全体計画である総合計画の中間見直しを進めており、これに併せて土

地利用や道路・公園整備など都市づくりの方針を示す都市計画マスタープラン全体構想と、居住機能

や生活に必要な都市機能の誘導方針などを示す立地適正化計画を見直すこととしています。 

見直しに先立ち、地域における土地利用や都市基盤施設整備など都市計画に関連する課題を把握

するために四日市市自治会連合会の各ブロックや関係団体等に地域課題ヒアリングを実施します。 

なお、いただいたご意見等につきましては、見直し案作成にあたって参考とさせていただきます。 

 

■都市計画マスタープランとは 

都市計画マスタープランは、「都市計

画法第１８条の２」に基づく「市の都

市計画に関する基本的な方針」として

定めるものであり、長期的な視点に立

って都市の将来像を示し、市民と行政

が協働でその実現を図っていく指針と

なるものです。 

 市のまちづくり（都市計画）の基本

方針を示し、土地利用の基準となるも

のです。 

市全体の都市像を示す「全体構想」

と地域・地区単位でのより詳細な計画

を示す「地域・地区別構想」から構成

されています。 

 

■都市計画マスタープラン全体構想の構成 

 

 

■都市計画マスタープラン全体構想の策定経緯 

・平成 14 年 7 月 都市計画マスタープラン全体構想 策定 

暮らし続けられる持続可能なまちづくりを掲げ、既成市街地の再整備と有効活用、生活者の視点

に立つまちづくり、市民と市の協働によるまちづくりを位置付け 

・平成 20 年 3 月 都市計画マスタープラン全体構想 一部改定 

新たな産業需要に対応するべく自然環境と調和した計画的な産業立地誘導を位置付け 

・平成 23 年 7 月 都市計画マスタープラン全体構想 改定 

総合計画の改定に併せ、土地利用や交通分野の関連計画である都市計画マスタープラン全体構想

についても必要な見直し 

➡今回、総合計画の見直しに併せて必要な見直しを行う 

■見直しにあたっての３つの視点 

 

■その他見直しのポイント 

 本市では都市計画マスタープラン全体構想等に基づきコンパクトなまちづくりを進めてきました。

引き続き現行計画の考え方を基本としながら、総合計画に示されるまちづくりの方向性を踏まえて

見直しを進めます。 

【見直しにあたり考慮すべき総合計画に示される関連戦略プラン】 

●中央通り再編を中心としたまちづくり  ●楽しく移動できる交通環境づくり 

●公共空間の再編    ●郊外部における交通・生活サービスの拠点づくり 

●子育てと仕事の両立ができる環境づくり ●都市の発展と命を支える道づくり 

●企業立地や投資の促進   ●地域防災力の強化        等 

■見直しスケジュール 
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土地利用の基本方針 

都市基盤施設整備の基本方針 

自然や緑の保全・創出の基本方針 

まちづくりの基本的な考え方 

(1)生活者の視点に立つまちづくり 

(4)誰もが移動しやすい交通環境づくり 

(2)既成市街地等の再整備と有効活用 

(3)自然環境の保全と創出 

(5)市民と市の協働によるまちづくり 

市街化区域・市街化調整区域、用途別 

交通施設、排水処理施設、都市運営に必要な施設 

樹林地や農地等の保全、市街地の緑の保全と創出 

まちづくりの目標 みんなが誇りを持てるまち四日市
（総合計画(2011⇀2020)の目指すべき都市像）

災害リスクを踏まえた安心・安全なまちづくり

•都市の成り立ちと災害リスクを踏まえた災害対応力のあるまち

•多様な災害リスクを想定したハード・ソフト両面の取組

•防災意識の向上と自助・共助・公助による地域の防災力強化

都市の魅力・活力の向上と持続可能なまちづくり

•中央通り再編等によるまちの賑わい創出、魅力向上

•既存ストック活用を基本とした生活利便性の高いまち

•広域交通の利便性や土地利用状況などを踏まえた新たな産業の誘致

まちづくりと連携した誰もが移動しやすい交通環境づくり

•中心市街地と居住地や就業地を結ぶ公共交通ネットワークの形成

•公共交通や自転車・徒歩等の多様な交通手段の整備

•市民の暮らしや経済活動を支える道づくり

地域課題
ヒアリング

改定素案
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改定素案公表
市民意見募集

改定案公表
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市議会の議決
を経て改定
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■都市計画マスタープラン全体構想の概要 

土地利用の基本方針（全体的な方向） 

【「都市活用」と「自然共生」で調和のとれたまちに】 

市域東部を既存の都市機能を活用しつつ商工業などの経済活動や都市居住を進める「都市活用ゾーン」、市域西部を点在する既成市街地、既存集落などが自然環境と共生し良好な環境を維持していく「自

然共生ゾーン」と位置付け、それぞれの特色や地域性を活かしたまちづくりを進め、「自然と都市の調和のとれたまちづくり」を目指します。  

  

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

商業業務系土地利用【中心市街地】 

方針商業業務機能の維持・拡充、都心居住

促進等により中心市街地の活性化を

推進 

取組中央通り再編事業など中心市街地活

性化プロジェクトの推進、民間開発活

発化(人口回帰)、官民連携の取組 

住宅系土地利用 

方針生活道路の確保や街並みの整備によ

り災害にも強い便利で快適な住宅地

として再生 

取組土地区画整理事業(末永･本郷)、ｾｯﾄ

ﾊﾞｯｸ事業、木造住宅耐震化補助事業等 

 

住宅団地 

方針良好な居住環境を維持し、子育て世

代など新たな世代の入居を促す 

取組地区計画等による新規居住の誘導、

住み替え支援事業や空き家の除却・利

活用の推進 

宅地と農地の混在地域 

方針地区計画等による健全な市街地形

成、生産緑地指定等必要な対応も図る 

取組適切な開発指導等により居住を受け

入れつつ、生産緑地等により都市農地

の保全も図る 

住宅と工場の混在地域 

方針土地利用状況に応じて居住環境の確

保や地場産業に配慮した土地利用を

促進 

取組特別工業地区の指定継続、人口密度

が低い区域を居住誘導区域から除外 

自然・緑地系土地利用 

方針樹林地や農地の保全、市民と連携し

ながら自然環境の保全･創出に努める 

取組風致地区の指定継続、市民緑地制度

の推進、市民の憩いの場となる公園緑

地の整備、公園再編、Park-PFI 事業 

商業業務系土地利用【既存大規模施設】 

方針日常生活に必要な商業機能の維持、

駅前市街地における都市機能の強化 

取組商業系用途地域の指定継続、共同建

替誘導助成制度、買い物拠点としての

位置付け 

工業系土地利用【内陸部】 

方針新保々工業用地の有効活用、既存拠

点の生産機能拡充、広域交通の利便性

の高い区域における工業系土地利用 

取組既存工場の生産機能拡充や新たな物

流施設の立地誘導 

工業系土地利用【臨海部】 

方針都市基盤の再整備などにより港や臨

海部工場地帯の十分な活用を図る 

取組臨港道路の整備など港湾機能強化、

構築物規制条例の見直し、みなとまち

づくりの推進 

都市基盤施設【道路】 

方針交通安全に配慮した道路整備、東西・

南北の幹線道路整備 

取組道路整備の方針を踏まえた道路整備

(都計道約 8割整備(暫定供用含む))、

広域幹線道路ネットワークの構築 

都市基盤施設【公共交通】 

方針公共交通の利用促進･利便性向上、歩

行空間整備や自転車の移動環境向上 

取組鉄道の公有民営化による運行継続、

バス乗り継ぎ拠点整備や路線再編、デ

マンドタクシー・自動運転の導入検討 

全体的な方向 

無秩序な市街化の拡大を抑制し、豊かな自然環境や優良な農地の保全を図る 

⇒現行計画策定以降、無秩序な市街化区域の拡大を抑制 

都市基盤施設【排水処理施設】 

方針公共下水道、農業集落排水処理施設

等の各事業の推進、河川改修などの雨

水排水対策 

取組公共下水道や雨水排水施設、河川の

整備の推進 

農村集落地域 

方針良好な居住環境の形成や集落維持に

向けた定住促進等の対策を講じる 

取組都市基盤整備を一定進めた、地区計

画や開発許可規制の緩和制度等によ

り既存集落の維持・再生を促進 
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■立地適正化計画とは 

立地適正化計画は、平成 26 年の都市再生特別措置法改正により創設された制度で、居住や都市の

生活を支える機能の誘導によるコンパクトなまちづくりと、公共交通ネットワークとの連携により

「コンパクトシティ・プラス・ネットワーク」の持続可能な都市構造の形成を目指すものです。 

本市では、これまで総合計画や都市計画マスタープラン全体構想において、既存ストックを活か

したコンパクトなまちづくりを進めてきましたが、その取組をより一層進めるため、立地適正化計

画を令和 2年 3月に策定しました。 

 

■立地適正化計画の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

■立地適正化計画の構成 

▶立地適正化計画の区域 

 ・計画区域＝都市計画区域 

 ・市街化区域内に、居住誘導区域と都市機能誘導区域※１を定める 

  ※１ 都市機能誘導区域は居住誘導区域の中に定める 

▶居住誘導区域（市街化区域内） 

   ・人口減少の中にあっても、一定のエリアにおいて人口密度を維持することにより、生活

サービスやコミュニティが持続的に確保されるよう、居住を誘導すべき区域を定める 

   ・居住誘導区域外での一定規模の開発行為や住宅の建築等は、事前届出・勧告制度の対象

となり、区域外の居住の緩やかな誘導を図る 

▶都市機能誘導区域（居住誘導区域内） 

    ・医療・福祉・商業等の都市機能を都市の中心拠点や地域拠点に誘導することにより、

これら各種サービスの効率的な提供を図る区域を定める 

▶誘導施設 

     ・都市機能誘導区域への立地を誘導する施設を定める 

     ・誘導施設の区域外への立地及び区域内における休廃止は、事前届出・勧告制度

の対象となり、区域外の都市機能立地の緩やかな誘導を図る 

  ▶基本的な方針 

   ・まちづくりの理念や目標、計画により実現を目指すべき将来の都市像を示す 

▶誘導施策 

 ・基本的な方針に沿って都市機能や居住の誘導を図る施策を定める 

▶防災指針(令和 2 年 9 月都市再生特別措置法改正により義務付け) 

 ・居住誘導区域内で行う防災対策・安全確保策を定める 

 

■目指すべき将来都市構造イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■見直しのポイント 

 立地適正化計画は策定から 5 年が経過したところであり、引き続き現行計画における誘導区域の

指定や都市機能誘導及び居住誘導に係る施策・事業に取り組んでいくこととしています。 

一方、法改正等への対応が必要な箇所があることから、必要な見直しを行います。 

◇法改正等への対応①：都市再生特別措置法（令和 2年 9月施行） 

・立地適正化計画の記載事項に居住誘導区域の防災対策を記載する「防災指針」が義務付けられた

ことから、災害リスクの状況や国土強靱化地域計画など防災関連計画の内容を踏まえ、居住誘導

区域内におけるハード・ソフトの両面からの安全確保策を位置付けます。 

◇法改正等への対応②：地域公共交通の活性化及び再生に関する法律(令和 5年 10 月施行) 

・本市の基幹的な交通ネットワークである四日市あすなろう鉄道について、市が第三種鉄道事業

者として国の支援を得ながら、運行継続に向け設備更新等を進めていますが、新たに創設され

た国の支援制度の活用に向けて必要な見直しを行います。 

 

■見直しスケジュール 
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コンパクトシティ・プラス・ネットワーク 

整合 

地域公共交通計画 

上位計画 

都市計画マスタープラン全体構想 

立地適正化計画 

総合計画 

連携 

都市機能誘導区域 

凡例 摘要

鉄道
近鉄名古屋線・JR関西本線、近鉄湯の山線・三岐鉄道三岐線、
あすなろう鉄道内部・八王子線、伊勢鉄道伊勢線

基幹バス 居住地と拠点や就業地を結ぶバス路線（30本/日運行路線）

支線交通 郊外部から幹線公共交通や生活拠点を結ぶ交通ネットワーク

高速道路
幹線道路

国道1号・23号、北勢BP（整備中）、国道477号BP、霞4号幹線,、東名阪自動
車道、伊勢湾岸自動車道、新名神高速道路、東海環状自動車道（整備中）

将来
ネットワーク

リニア時代や広域幹線道路ネットワークを活かした将来イメージ

凡例 摘要

中心拠点 近鉄四日市駅周辺からJR四日地駅周辺にかけての中心市街地

地域拠点 富田周辺（買い物拠点(富田・富洲原周辺)と交通拠点(近鉄富田駅)）

買い物拠点 富田・富洲原周辺、日永周辺、尾平・生桑周辺

交通拠点 近鉄富田駅、塩浜駅

産業拠点
四日市港及び臨海部工場地帯＋ｺﾝﾋ゙ﾅー ﾄ、内陸型産業地
（従業員数の多い産業用地）

区域 市街化区域居住誘導区域市街化調整区域
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地震（南海トラフ地震理論上最大震度） 

津波想定浸水深 

（南海トラフ地震理論上最大震度） 

家屋倒壊等氾濫想定区域（L2 想定最大規模降雨）

洪水想定浸水深（L2 想定最大規模降雨）

土砂災害(特別)警戒区域、急傾斜地崩壊危険区域 

高潮想定浸水深（L2 想定最大規模降雨）

■災害リスクについて 


